
金 属 熱 処 理  

 

平 成 1 4 年 後 半 か ら 受 注 量 は 拡 大 傾 向 に あ り 、 2 0 年

も 夏 頃 ま で は 過 去 最 高 を 更 新 す る 勢 い で あ っ た 。 し か

し 、受 注 量 は 1 0 月 以 降 急 激 に 減 少 し 、時 期 を 経 る ご と

に 下 げ 幅 は 拡 大 し て い る 。 受 注 量 が 過 去 最 高 の 状 況 か

ら 一 気 に 激 減 し た た め 、 ど の 企 業 と も 経 費 削 減 な ど の

対 策 に 苦 慮 し て お り 、 今 後 の 動 向 が 懸 念 さ れ る 。  

熱 処 理 は 受 注 型 産 業 で あ り 、 他 産 業 の 動 向 に 左 右 さ

れ る た め 、 先 行 き 不 透 明 な 状 況 に あ る 。  

熱 処 理 と 業 界 の 概 要  

熱 処 理 は 、 金 属 材 料 に 加 熱 、 冷 却 の 熱 的 操 作 を 加 え

る こ と に よ っ て 、 耐 久 性 、 耐 摩 耗 性 、 耐 疲 労 性 な ど の

種 々 の 特 性 を 与 え る 加 工 法 で あ る 。 熱 処 理 業 は 、 受 注

先 か ら の 委 託 に 基 づ い て 賃 加 工 を 行 う 業 態 で あ る 。  

熱 処 理 の 方 法 に は 、 一 般 的 な 方 法 と し て 、 ① 焼 な ま

し （ 加 熱 後 、 炉 内 で ゆ っ く り 冷 却 す る こ と に よ っ て 、

鋼 を 軟 ら か く す る ） 、 ② 焼 な ら し （ 加 熱 後 、 大 気 中 で

冷 却 す る こ と に よ り 鋼 を 標 準 状 態 に す る ） 、 ③ 焼 入 れ

（ 加 熱 後 、 水 ま た は 油 中 で 急 冷 す る こ と に よ っ て 鋼 を

硬 く す る ）、④ 焼 戻 し（ 焼 入 れ し た 鋼 に 熱 処 理 を 行 い 、

硬 さ を 減 少 さ せ 粘 り を 増 加 さ せ る ） が あ る 。  

 そ の 他 、 鋼 の 表 面 層 の み を 硬 化 さ せ る 方 法 と し て 、

⑤ 高 周 波 焼 入 れ ・ 焼 戻 し （ 鋼 の 表 面 を 高 周 波 誘 導 加 熱

に よ っ て 、 熱 処 理 を 行 う ）、 ⑥ 浸 炭 焼 入 れ ・ 焼 戻 し （ 低

炭 素 鋼 の 表 面 に 炭 素 を 浸 透 拡 散 さ せ て 、焼 入 れ を 行 い 、

表 面 を 硬 く さ せ る ）、⑦ 窒 化（ 鋼 の 表 面 に 活 性 化 窒 素 を

浸 透 さ せ て 、 表 面 を 硬 く さ せ る ） な ど が あ る 。 複 数 の

熱 処 理 を 組 み 合 わ せ た 複 合 熱 処 理 を 行 う こ と で 、 耐 摩

耗 性 な ど の 特 性 を 一 層 向 上 さ せ る こ と も あ る 。  
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 熱 処 理 は 、 機 械 部 品 の 軽 量 化 と 耐 久 性 の 向 上 を 図 る

上 で 不 可 欠 な 工 程 で あ り 、 自 動 車 、 建 設 機 械 、 工 作 機

械 な ど に 用 い ら れ て い る 。 平 成 2 0 年 の 加 工 金 額 か ら

主 な 用 途 を 見 る と 、「 輸 送 機 械 用 」（ 4 8 . 9 ％ ）、「 一 般 機

械 用 」（ 3 4 . 1 ％ ）（経 済 産 業 省『 金 属 加 工 統 計 調 査 』）で 、

こ れ ら 2 つ の 用 途 が 多 い 。  

 熱 処 理 は 、 機 械 部 品 の 製 造 業 者 が 製 造 工 程 内 で 内 製

す る こ と も あ る が 、 専 門 業 者 に 外 注 す る こ と も 多 い 。

こ れ は 、 炉 内 の 温 度 を 上 昇 さ せ た り 、 ガ ス を 充 満 さ せ

た り す る の に 時 間 を 要 す る た め 、 効 率 的 な 加 工 を 行 う

に は 、2 4 時 間 設 備 を 稼 働 さ せ て お く 必 要 が あ る こ と や 、

熱 処 理 の 目 的 に 応 じ て 様 々 な 処 理 方 法 が あ り 、 設 備 投

資 費 用 が か さ む た め で あ る 。  

 熱 処 理 業 は 、 処 理 方 法 や 対 象 物 の 種 類 な ど に 応 じ て

分 業 が 進 ん で い る 。 処 理 方 法 別 で は 、 2 0 年 の 加 工 金 額

に お い て 、 焼 入 れ ・ 焼 戻 し が 2 8 . 9 ％ 、 浸 炭 焼 入 れ ・ 焼

戻 し が 2 6 . 8 ％ と 多 い が 、 そ の 他 の 処 理 （ 焼 な ら し ・ 焼

な ま し 、 高 周 波 焼 入 れ ・ 焼 戻 し 、 窒 化 ・ 軟 窒 化 、 真 空

熱 処 理 等 ） も そ れ ぞ れ 1 0％ 前 後 を 占 め る な ど （ 経 済 産

業 省 『 金 属 加 工 統 計 調 査 』）、 素 材 ・ 部 品 に よ っ て 、 処

理 方 法 が 使 い 分 け ら れ て い る 。  

 工 場 の 立 地 で は 、 機 械 加 工 業 者 が 多 く 集 ま る 関 東 、

中 部 、 近 畿 に 集 中 し て い る 。 輸 送 費 削 減 と 短 納 期 要 請

へ の 対 応 か ら 、同 一 地 域 内 か ら の 受 注 が メ イ ン で あ り 、

他 地 域 か ら の 受 注 に つ い て は 、 受 注 量 が ま と ま る 場 合

に は 工 場 を 進 出 さ せ る こ と に よ っ て 対 応 す る 場 合 が 多

い 。 地 域 を 越 え た 受 注 は 、 一 部 に は み ら れ る も の の さ

ほ ど 多 く な い 状 況 に あ る 。  

大 阪 の 地 位  

大 阪 府 内 で は 、 東 大 阪 地 区 （ 八 尾 市 、 大 東 市 、 東 大
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阪 市 ） に 工 場 が 集 積 し て お り 、 そ の 他 、 大 阪 市 、 堺 市

に も 集 積 が み ら れ る 。  

需 要 用 途 に お け る 大 阪 の 特 徴 で は 、 業 界 に お い て 最

も 受 注 量 の 多 い 自 動 車 の 割 合 が 低 く 、 建 設 機 械 や 工 作

機 械 な ど 一 般 機 械 の 受 注 量 が 高 い こ と が 特 徴 で あ る 。  

1 8 年 に お け る 熱 処 理 業（ 従 業 者 4 人 以 上 事 業 所 ）は 、

事 業 所 数 9 0、 従 業 者 数 2 , 1 8 0 人 、 製 造 品 出 荷 額 等 3 7 5

億 3 , 5 0 0 万 円 で あ り 、全 国 比 は そ れ ぞ れ 1 5 . 8％ 、1 4 . 4 ％ 、

1 2 . 0 ％ で あ る（ 経 済 産 業 省『 平 成 1 8 年  工 業 統 計 表 』）。

大 阪 に は 、全 国 有 数 の 大 規 模 な 事 業 所 が 存 在 す る 一 方 、

小 規 模 な 事 業 所 も 多 数 立 地 し て い る な ど 、 二 極 化 し て

い る の が 特 徴 で あ る 。  

地 域 別 の 状 況 で は 、1 8 年 に お け る 製 造 品 出 荷 額 等 で

は 、愛 知 県 の 7 1 3 億 1 , 8 1 0 万 円 に 次 い で 、大 阪 府 は 3 7 5

億 3 , 5 0 0 万 円 と 全 国 2 位 の 地 位 を 占 め て い る 。 以 下 、

神 奈 川 県 、 兵 庫 県 、 静 岡 県 、 埼 玉 県 と な っ て い る （ 経

済 産 業 省 『 平 成 1 8 年  工 業 統 計 表 』）。  

2 0 年 秋 以 降 、 受 注 量 は 大 幅 に 減 少  

1 4 年 後 半 以 降 か ら 、自 動 車 産 業 の 拡 大 と と も に 受 注

量 は 増 加 基 調 で あ っ た が 、 2 0 年 1 0 月 か ら 受 注 量 は 激

減 し た 。 業 界 平 均 の 加 工 金 額 で は 、 2 1 年 2 月 に 前 年 同

月 比 で 5 3 . 6 ％ の 減 少 と な り（ 日 本 金 属 熱 処 理 工 業 会 調

べ ）、 3 月 は そ れ を さ ら に 下 回 る 傾 向 と 、 受 注 量 は 大 幅

に 減 少 し て い る 。  

 需 要 業 種 別 の 受 注 量 で は 、 自 動 車 を 筆 頭 に 、 建 設 機

械 、一 般 機 械 で も 急 激 な 落 ち 込 み が 見 ら れ る 。大 阪 は 、

自 動 車 関 連 の 受 注 割 合 が 小 さ い た め 、 受 注 量 の 落 ち 込

み は 他 地 域 よ り は 小 さ い も の の 、 2 1 年 1～ 3 月 に お け

る 稼 働 率 は 5 0～ 7 0％ 程 度 と（ 府 内 企 業 へ の ヒ ア リ ン グ

に よ る ）、 深 刻 な 影 響 を 受 け て い る 。  

3 
 



そ の 一 方 で 、 造 船 関 連 、 農 機 具 関 連 な ど の 特 殊 用 途

向 け の 受 注 量 は さ ほ ど 減 少 し て い な い 。 現 在 は 、 こ れ

ら の 受 注 で 稼 働 率 を 維 持 し て い る 状 況 に あ る 。  

収 益 は 急 速 に 悪 化  

受 注 量 が 過 去 最 高 の 状 況 か ら 短 期 間 で 激 減 し た た め 、

固 定 費 を 中 心 と す る 費 用 削 減 が 間 に 合 わ ず 、 収 益 は 悪

化 し て い る 。 そ の た め 、 待 機 中 の 熱 処 理 炉 の 温 度 を 下

げ る な ど 、 で き る 対 策 か ら 順 次 、 経 費 削 減 に 取 り 組 ん

で い る 。 ま た 処 理 自 体 は 多 く の 数 量 を 一 気 に 処 理 し た

方 が 効 率 が 良 い も の の 、 受 注 量 や 頻 度 が 減 少 し て い る

た め 、 設 備 を 効 率 よ く 稼 働 さ せ る べ く 、 納 期 を み な が

ら 、 処 理 体 制 の 構 築 に 苦 心 し て い る 。  

た だ 昨 年 ま で の 原 材 料 高 の 影 響 か ら 、 加 工 賃 の 値 上

げ を 認 め て も ら っ た 企 業 が 多 い こ と や 、 電 力 や 都 市 ガ

ス 等 の エ ネ ル ギ ー 関 連 費 用 が さ ほ ど 上 昇 せ ず 、 今 後 下

落 す る 見 通 し で あ る こ と が 収 益 悪 化 の 影 響 を 多 少 は 緩

和 さ せ て い る 。 今 後 は 、 取 引 先 か ら の 値 下 げ 要 請 が 本

格 化 す る と 思 わ れ る が 、 現 在 は そ れ 以 前 に 受 注 量 自 体

が 少 な い 状 況 に あ る 。  

 設 備 投 資 よ り も 生 産 体 制 の 再 構 築 に 注 力  

急 速 な 景 気 悪 化 に よ っ て 設 備 投 資 を 見 送 る 企 業 が 多

く 、 あ っ て も 簡 単 な メ ン テ ナ ン ス 程 度 に と ど ま っ て い

る ケ ー ス が 多 い 。  

大 型 の 設 備 投 資 で は 、1 9 年 ～ 2 0 年 に か け て が ピ ー ク

で あ り 、 新 工 場 建 設 や 新 規 ラ イ ン の 導 入 な ど が 見 ら れ

た 。そ の 時 期 に 、増 産 の た め の 投 資 を 行 っ た 企 業 で は 、

現 在 の 受 注 量 に 対 し て 処 理 能 力 の 方 が 遙 か に 大 き い た

め 、 ど の 工 場 ・ 設 備 を 動 か す か と い っ た 生 産 体 制 の 再

構 築 に 苦 労 し て お り 、 稼 働 率 を 上 げ る た め に 処 理 を 集

約 化 さ せ る べ く 、工 場 を 一 時 閉 鎖 し た 企 業 も み ら れ る 。 
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た だ 研 究 開 発 投 資 ・ 教 育 投 資 に つ い て は 、 で き る 限

り 継 続 し て い き た い と 考 え て い る 企 業 が 多 い 。  

雇 用 に お け る ジ レ ン マ  

人 件 費 削 減 の た め 、 派 遣 や 嘱 託 な ど 契 約 期 間 が 決 ま

っ て い る 社 員 は 契 約 終 了 に 伴 っ て や め て も ら っ て い る 。

し か し 、 熱 処 理 業 は 技 能 ・ 経 験 が 重 要 で あ る た め 、 需

要 が 回 復 し た 時 に 備 え る た め 、 正 社 員 の 削 減 に は 躊 躇

し て お り 、 今 後 の 推 移 を み な が ら 、 高 齢 者 の 早 期 退 職

を 促 す な ど の 措 置 を 検 討 し て い る 。 た だ 新 規 採 用 に つ

い て は 、 で き る 限 り 実 施 す る 方 針 に し て い る 。  

雇 用 調 整 助 成 金 の 申 請 状 況  

熱 処 理 業 は 、 2 4 時 間 2 交 代 で 処 理 を 行 う 際 、つ な ぎ

の 部 分 は 残 業 に よ っ て カ バ ー す る の が 一 般 的 で あ る 。

2 0 年 1 0 月 時 点 で の 雇 用 調 整 助 成 金 で は 、 上 記 の 様 な

業 界 の 特 徴 が 認 め ら れ ず 、 使 い 勝 手 が 悪 い も の で あ っ

た 。し か し 、2 1 年 に な っ て 改 善 さ れ た た め 、申 請 済 み 、

も し く は 申 請 検 討 中 の 企 業 が 多 く み ら れ る 。 4 月 ま で

に は 、 す で に 1 0 社 以 上 が 申 請 、 も し く は 受 給 が 開 始

さ れ る 状 況 に あ る 。  

弁 済 規 定 の 見 直 し （ 業 界 で の 重 点 取 組 項 目 ）  

 部 品 を 預 か り 、加 工 し て 返 す こ と が 主 体 で あ る た め 、

処 理 過 程 で 部 品 を 破 損 し た 場 合 に は 、 部 品 全 体 の 完 全

弁 済 を 求 め ら れ る こ と も あ り 、 加 工 賃 の 1 0 倍 以 上 も

の 請 求 が 来 る こ と も あ る 。 弁 済 規 定 は 、 契 約 書 に 記 載

さ れ て い る 場 合 で あ っ て も 、中 身 が 曖 昧 な こ と が 多 く 、

熱 処 理 業 者 は 不 利 な 立 場 に 置 か れ る こ と が 多 い 。 そ の

た め 業 界 で は 、 契 約 内 容 等 の 明 確 化 に 、 今 後 力 を 入 れ

よ う と 考 え て い る 。  

今 後 の 見 通 し  

 熱 処 理 業 は 典 型 的 な 受 注 型 産 業 で あ る た め 、 自 動 車
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や 建 設 機 械 な ど の 他 産 業 の 景 気 動 向 に 左 右 さ れ 、 他 産

業 の 回 復 見 通 し が 立 た な い と 今 後 の 予 想 が 立 た な い 状

況 に あ る 。 そ の た め 、 回 復 見 通 し は 主 要 取 扱 品 目 に 応

じ て 差 が み ら れ る 。 自 動 車 関 連 で は 、 自 動 車 の 生 産 が

今 年 の 春 を 底 に 回 復 に 向 か い 、 そ こ か ら 部 品 の 生 産 ま

で に 回 復 が 波 及 す る の が 2 1 年 の 夏 ～ 秋 ぐ ら い と 予 測

し て い る 企 業 が 多 く 、 夏 ～ 秋 ぐ ら い に は 前 年 同 月 比 の

加 工 金 額 で 7 割 程 度 に 回 復 す れ ば よ い と い う 期 待 を 持

っ て い る 。 ま た 建 設 機 械 は 、 海 外 向 け の 需 要 が 一 部 出

始 め た も の の 、 弱 含 み で 推 移 し て お り 、 回 復 に は 年 内

い っ ぱ い か か る の で は な い か 、 機 械 設 備 関 連 は 年 内 は

難 し い の で は な い か と い う 見 通 し で あ る 。  

 い ず れ に し ろ 、1～ 3 月 期 は 非 常 に 厳 し い 状 況 に あ り 、

こ の ま ま 夏 頃 ま で 先 行 き 不 透 明 感 が 続 く と み ら れ 、 今

後 の 動 向 が 懸 念 さ れ る 。  

                 （ 佐 野  浩 ）  

 

平成 17年 35,921 10.1 27,562 6.1 33,896 6.2 97,379 7.6
18年 37,493 4.4 29,062 5.4 36,681 8.2 103,235 6.0
19年 38,613 3.0 30,543 5.1 39,796 8.5 108,953 5.5
20年 38,349 -0.7 29,055 -4.9 41,441 4.1 108,845 -0.1

平成20年 1月 3,032 6.2 2,346 4.1 2,902 3.3 8,280 4.6
2月 3,414 9.0 2,778 9.2 3,627 9.8 9,820 9.4
3月 3,498 4.2 2,707 -2.0 3,723 11.9 9,929 5.1
4月 3,426 10.3 2,533 -2.5 3,644 6.3 9,603 5.2
5月 3,167 0.4 2,408 4.7 3,324 12.2 8,900 5.7
6月 3,433 4.8 2,674 2.2 3,816 9.1 9,923 5.7
7月 3,554 7.7 2,744 5.8 3,705 6.3 10,003 6.7
8月 2,796 -3.2 2,074 -5.8 3,062 4.8 7,932 -1.0
9月 3,390 5.3 2,604 0.7 3,752 8.3 9,746 5.1
10月 3,373 -6.3 2,472 -11.8 3,680 4.9 9,525 -3.9
11月 2,850 -17.7 2,081 -24.4 3,387 -6.3 8,317 -15.4
12月 2,415 -25.8 1,633 -35.5 2,819 -18.9 6,866 -25.9

平成21年 1月 1,794 -40.8 1,161 -50.5 1,966 -32.2 4,922 -40.6
2月 1,642 -51.9 1,008 -63.7 1,902 -47.6 4,552 -53.6

資料：各地区は日本金属熱処理工業会調べ、全国は経済産業省『金属加工統計調査』
（注）左側の数値は加工金額、右側は前年（同月）比伸び率。

金属熱処理の加工金額

東部 中部 西部 全国
（単位：百万円、％）

全国の対象は全国の従業者20人以上の106事業所で、東部（47社）、中部（28社）、
西部（31社）の合計。  
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ヒアリング調査一覧表 

                                             

    業 種  

項 目 金属熱処理業 

事業所数、  

生産（販売）額 

（対全国比） 

事業所数 90（対全国比 15.8％）、 
製造品出荷額等 375 億 3,500 万円（同 12.0％） 
（経済産業省『平成 18 年 工業統計表』、従業者 4 人以上の事業所）

生産・受注動向、

増減要因 

平成 14 年後半以降から、自動車産業の拡大とともに受注量は増加基

調にあったが、20 年 10 月から受注量は激減した。業界平均の加工金

額では、前年同月比伸び率で 21 年 2 月は－53.6％、3 月はさらに落ち

込む傾向にあり、業績は急速に悪化している。 

収益 

受注量が、過去最高の状況から短期間に激減したため、経費の調整が

間に合わず、収益は悪化している。 
また、処理自体は多くの数量を一気に処理した方が効率が良いものの、

受注の数量や頻度が減少しているため、設備を効率よく稼働させるべ

く、処理体制の見直しに苦心している。 

設備投資 

急速な景気の悪化により、設備投資は見送る企業が多い。 
過去に増産のための設備投資を行った企業では、生産体制の集約化に

よって稼働率を向上させるため、工場を一時閉鎖した企業もみられる。

ただ研究開発型投資については、できる限り継続していきたいと考え

ている企業が多い。 

雇用動向 

人件費削減のため、派遣や嘱託など契約期間が決まっている社員は、

契約終了に伴ってやめてもらっている。しかし、金属熱処理業は技能・

経験が重要であるため、どの企業も正社員の削減には躊躇しており、

今後の推移を見ながら次の措置を検討している。 
また雇用調整助成金は、20 年 10 月時点では使い勝手が悪かったが、

徐々に改善されてきたために、4 月までには申請中もしくは受給が開

始される企業が多い。 

為替相場の影

響、貿易動向(輸
入品の影響等) 

－ 

トピック、 
特記事項 

昨年までの原材料高の影響から加工賃の値上げを認めてもらった取引

先が多いことや、エネルギー関係の費用がさほど上昇せず、今後下落

する見通しであることが、収益悪化の影響を多少は緩和させている。

現在は取引先からの値下げ要求の前に、受注量自体が少ない状況にあ

る。 

今後の見通し 

金属熱処理業は受注型産業であるため、自動車や建設機械など他産業

の動向に左右され、他産業の回復見通しが立たないと今後の予想が立

たず、先行き不透明な状況にある。回復見通しは、主要取扱品目に応

じて差が見られる。建設機械は一部に需要が出てきたものの弱含みで

推移しており、自動車関連では秋以降に回復の兆しが見られるかどう

か、機械設備関連では年内は難しいのではないかという見通しである。

 



（

金属熱処理の加工金額
（単位：百万円、％）

東部 中部 西部 全国
平成 17年 35,921 10.1 27,562 6.1 33,896 6.2 97,379 7.6

18年 37,493 4.4 29,062 5.4 36,681 8.2 103,235 6.0
19年 38,613 3.0 30,543 5.1 39,796 8.5 108,953 5.5
20年 38,349 -0.7 29,055 -4.9 41,441 4.1 108,845 -0.1

平成20年 1月 3,032 6.2 2,346 4.1 2,902 3.3 8,280 4.6
2月 3,414 9.0 2,778 9.2 3,627 9.8 9,820 9.4
3月 3,498 4.2 2,707 -2.0 3,723 11.9 9,929 5.1
4月 3,426 10.3 2,533 -2.5 3,644 6.3 9,603 5.2
5月 3,167 0.4 2,408 4.7 3,324 12.2 8,900 5.7
6月 3,433 4.8 2,674 2.2 3,816 9.1 9,923 5.7
7月 3,554 7.7 2,744 5.8 3,705 6.3 10,003 6.7
8月 2,796 -3.2 2,074 -5.8 3,062 4.8 7,932 -1.0
9月 3,390 5.3 2,604 0.7 3,752 8.3 9,746 5.1
10月 3,373 -6.3 2,472 -11.8 3,680 4.9 9,525 -3.9
11月 2,850 -17.7 2,081 -24.4 3,387 -6.3 8,317 -15.4
12月 2,415 -25.8 1,633 -35.5 2,819 -18.9 6,866 -25.9

平成21年 1月 1,794 -40.8 1,161 -50.5 1,966 -32.2 4,922 -40.6
2月 1,642 -51.9 1,008 -63.7 1,902 -47.6 4,552 -53.6

資料：各地区は日本金属熱処理工業会調べ、全国は経済産業省『金属加工統計調査』
注）左側の数値は加工金額、右側は前年（同月）比伸び率。

全国の対象は全国の従業者20人以上の106事業所で、東部（47社）、中部（28社）、
西部（31社）の合計。
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